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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年７月期 20,889 8.3 5,565 15.5 5,607 17.6 4,175 19.7

2025年７月期 19,294 10.2 4,818 13.0 4,767 11.3 3,488 20.8

（注）包括利益 2026年７月期 4,214百万円 （16.6％） 2025年７月期 3,613百万円 （27.2％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2026年７月期 167.01 － 33.2 33.2 26.6

2025年７月期 141.32 － 33.3 31.9 25.0

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年７月期 17,961 13,863 77.2 554.56

2025年７月期 15,768 11,286 71.6 450.94

（参考）自己資本 2026年７月期 13,863百万円 2025年７月期 11,286百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年７月期 3,455 △3,509 △1,638 5,710
2025年７月期 3,366 △546 △2,080 7,402

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年７月期 － 20.00 － 30.00 50.00 1,251 35.4 11.9

2026年７月期 － 32.00 － 35.00 67.00 1,676 40.1 13.3

2027年７月期
（予想）

－ 35.00 － 35.00 70.00 49.4

１．2026年７月期の連結業績（2025年８月１日～2026年７月31日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益の算定上、2026年７月期においては「株式付与ESOP信託口」により取得した当社株式（期末株式数29,700株、期

中平均25,773株）を、2025年７月期においては株式需給緩衝信託®により取得及び処分した当社株式（期末株式数－株、期中平均

346,470株）を、それぞれ期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（２）連結財政状態

（注）2026年７月期の１株当たり純資産の算定上、「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式29,700株を、期末発行済株式総数から控除する自
己株式に含めております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2026年７月期の配当金総額には、「株式付与ESOP信託口」が基準日時点で保有する当社株式29,700株に対する配当金を含めております。



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期（累計） 10,923 5.4 2,406 △15.0 2,425 △14.9 1,719 △12.1 68.68

通期 22,800 9.1 5,000 △10.2 5,040 △10.1 3,546 △15.1 141.67

（１）期中における連結範囲の重要な変更： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年７月期 25,042,528株 2025年７月期 25,042,528株

②  期末自己株式数 2026年７月期 42,774株 2025年７月期 13,039株

③  期中平均株式数 2026年７月期 25,003,709株 2025年７月期 24,683,396株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年７月期 20,410 8.4 5,489 15.7 5,529 17.4 4,125 19.5

2025年７月期 18,837 10.1 4,745 13.5 4,711 11.6 3,452 22.1

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年７月期 165.01 －

2025年７月期 139.85 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年７月期 17,614 13,305 75.5 532.24

2025年７月期 15,446 10,817 70.0 432.19

（参考）自己資本 2026年７月期 13,305百万円 2025年７月期 10,817百万円

３．2027年７月期の連結業績予想（2026年８月１日～2027年７月31日）

※　注記事項

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）１．期末自己株式数には、「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式（2026年７月期29,700株、2025年７月期－株）を含めてお

ります。

　　　２．2026年７月期においては「株式付与ESOP信託口」により取得した当社株式25,773株を、2025年７月期においては株式需給緩衝

信託®により取得及び処分した当社株式346,470株を、それぞれ期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

ます。

（参考）個別業績の概要

2026年７月期の個別業績（2025年８月１日～2026年７月31日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益の算定上、2026年７月期においては「株式付与ESOP信託口」により取得した当社株式（期末株式数29,700株、期

中平均25,773株）を、2025年７月期においては株式需給緩衝信託®により取得及び処分した当社株式（期末株式数－株、期中平均

346,470株）を、それぞれ期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（２）個別財政状態

（注）2026年７月期の１株当たり純資産の算定上、「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式29,700株を、期末発行済株式総数から控除する自

己株式に含めております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は、経済情勢等様々な不確定要素により

これらの予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況」をご覧ください。
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回次 第35期 第36期

会計期間

自2024年
８月１日
至2025年
７月31日

自2025年
８月１日
至2026年
７月31日

売上高 （千円） 19,294,870 20,889,513

営業利益 （千円） 4,818,844 5,565,654

経常利益 （千円） 4,767,603 5,607,639

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 3,488,354 4,175,960

包括利益 （千円） 3,613,111 4,214,630

純資産額 （千円） 11,286,903 13,863,762

総資産額 （千円） 15,768,982 17,961,865

研究開発費 （千円） 92,565 178,037

自己資本比率 （％） 71.6 77.2

売上高営業利益率 （％） 25.0 26.6

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①業績全般の概況

　当連結会計年度（2025年８月１日～2026年７月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投

資の拡大により、緩やかながらも回復基調にあります。一方で、中東情勢を含む地政学的リスクの高まりや円安

を起因とした物価上昇圧力、AI需要を起因とした半導体の枯渇が継続しており、引き続き注視する必要がありま

す。

　国内の情報システム投資については、人手不足への対策とするデジタル技術を活用したビジネス変革を行う

DX（デジタルトランスフォーメーション）を中心に活況を呈しています。このような状況のもと、当社グループ

は、ITの有効活用が必要な中堅・中小企業顧客の経営課題を解決するための商材を「リアル」と「Web」の両面か

ら開発・提案し、サポートまで行うことで、顧客の企業力強化を図ることを「CROSS-OVER」戦略とし取り組んで

まいりました。「CROSS-OVER」戦略は、当社グループが提唱してきた独自の提案スタイルで、「リアル」と

「Web」それぞれの商材を複合的に提案することで、顧客の業務効率と販売力強化を実現するものであり、当社グ

ループにとって商談時の競合力を強化するだけでなく、顧客満足度も向上させるものであります。また、持続的

成長を促進するため、営業とSEを同一組織に配置し相互の連携を強化する製販一体体制を導入しております。こ

れにより、見積時の顧客要件見極めによる案件精度の向上やプロジェクトマネジメント体制の強化、納品品質の

向上によるシステム稼働後のアフターサポート工数の削減が図られ、利益体質が強化されてきております。

　「リアル」と「Web」それぞれの概況について、「リアル」面では、主力のパッケージソフトウェア「アラジン

オフィス」の商品力の強化を、業種別に継続して進め、販売面でもパートナー企業との連携に加え、豊富な業種

別の導入事例をもとに顧客毎に最適なシステム活用方法をご提案させていただくことで、販売実績に加えて受注

実績も堅調に推移いたしました。「Web」面では、複数ネットショップ一元管理クラウドサービスである「CROSS 

MALL」について、新たなネットショップとの連携開発を当連結会計年度においても継続して取り組んでまいりま

した。今後も引き続き、複数モールとの連携機能強化を行うとともに、中堅大手市場へのシフトを進めること

で、中長期的に販売実績を伸ばしてまいります。ネットショップと実店舗のポイント・顧客一元管理クラウドサ

ービスである「CROSS POINT」については、堅調に販売実績が推移いたしました。「BACKYARD™」においては、企

業の商品情報管理にかかる煩雑な業務と負荷を解消する「ITEM PLAN（商品管理プラン）」の提供を開始していま

す。実店舗・EC、BtoB、BtoC、D2Cなど販売チャネルの多様化に伴い、販売戦略の複雑性が増している中、チャネ

ルの垣根を超えた商品管理一元化ニーズが顕在化しております。今後これらのニーズを捉えた営業活動をすると

ともに、継続した機能追加を進めてまいります。また、日々変化する利用者ニーズや環境変化に応じて、システ

ム改善を機動的に行うため、当社ではマイクロサービスアーキテクチャーと呼ばれる技術構成への転換を進めて

おります。マイクロサービスアーキテクチャーの採用により、開発期間の短縮や他社技術の積極的な取込み・連

携強化を実現し、拡張性を確保することで、より柔軟かつ持続可能な事業基盤の構築を目指しております。両事

業ともに、AI技術の発展は事業成長を加速させる好機と捉えております。中堅企業へのターゲットシフトに伴い
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高まる個社最適のソリューションニーズに迅速に応えるべく、AIを活用した開発支援や業務効率化の取り組みを

並行して推進しております。具体的には、設計・検証プロセスの迅速化、ドキュメント作成やコード補完の自動

化など、生産性の向上を図っております。今後もこれらの施策を通じて、筋肉質な事業構造の確立とともに、利

用者に対してより高品質かつ迅速なサービス提供を実現してまいります。

　また、当連結会計年度においても、継続して製品の開発に注力しており、将来における新たな技術開発による

市場競争力向上に向け、研究開発費178,037千円を計上しております。引き続き、将来における市場競争力向上に

向け、島根県松江市の研究開発拠点「アイル松江ラボ」を中心とした研究開発活動の強化に取り組んでまいりま

す。

　この結果、当連結会計年度の経営成績は売上高20,889,513千円（前年同期比8.3％増）、営業利益5,565,654千

円（前年同期比15.5％増）、経常利益5,607,639千円（前年同期比17.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

4,175,960千円（前年同期比19.7％増）となり、当社グループの経営指標である売上高営業利益率は26.6％となり

ました。また、当連結会計年度末の財政状態は、資産合計17,961,865千円、純資産合計13,863,762千円となり、

財政状態の健全性及び長期的な安全性を示す自己資本比率は77.2％となりました。

②経営成績の分析

（売上高）

　売上高は、前年同期比8.3％増の20,889,513千円となりました。当連結会計年度は、半導体不足によるハードウ

ェア納品遅延があったものの、継続的な大型案件の受注と開発工程の継続した安定進捗による売上高の拡大、仕

入品値上げに伴う顧客提供価格の改定、中堅・中小企業の多様化する働き方への対応によるストック売上高の積

上げ、主力のパッケージソフトウェア「アラジンオフィス」の継続した機能強化に加え、パートナー企業と連携

し豊富な導入事例をもとに顧客ごとに最適なシステム活用方法を提案したこと等により、受注実績が堅調に推移

したことによるものであります。

　また、複数ネットショップ一元管理ソフト「CROSS MALL」は、既存の顧客から収集した機能面の要望を反映す

ることで商品力を向上したことに加え、安定した新規顧客の獲得と中堅大手市場へのアプローチ強化、サービス

強化を背景とした月額利用料値上げにより、契約単価が上昇し売上高が増加しました。ネットショップと実店舗

のポイント・顧客一元管理ソフト「CROSS POINT」は、主力のファッション業から対象業種の拡大を進め、新規顧

客の獲得を継続して伸長させたことで、売上高が増加しました。

（売上原価・販売費及び一般管理費・営業利益）

　売上原価は、前年同期比3.0％増の8,898,099千円となりました。これは主に、パッケージ機能の拡充、製販一

体による見積精度向上が奏功しているものの、人件費の上昇や一部仕入品の値上げ等が影響したことによりま

す。また、販売費及び一般管理費の人件費の上昇等もあったものの、営業利益は、前年同期比15.5％増の

5,565,654千円となりました。

（営業外収益・営業外費用・経常利益）

　営業外収益は、前年同期比44.9％増の42,866千円となりました。これは主に、受取利息17,269千円の増加等に

よります。また、営業外費用は、前年同期比98.9％減の880千円となりました。これは主に、支払手数料73,188千

円の減少等によります。これらにより、経常利益は、前年同期比17.6％増の5,607,639千円となりました。

（特別利益・特別損失・法人税等・親会社株主に帰属する当期純利益）

　特別利益は、44千円(前年同期は発生ありません)となりました。これは固定資産売却益44千円の発生によりま

す。特別損失は、前年同期比88.0％減の166千円となりました。これは固定資産除却損1,222千円の減少によりま

す。また、税金等調整前当期純利益は、前年同期比17.7％増の5,607,517千円となり、法人税、住民税及び事業税

や法人税等調整額を差し引いた結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年同期比19.7％増の4,175,960千円

となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末と比べて1,076,431千円増加し、14,292,911千円とな

りました。これは主に、売掛金197,532千円、商品6,082千円等が減少した一方、契約資産688,859千円、現金及び

預金508,477千円、「その他」に含まれる前渡金29,328千円等が増加したことによります。
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2022年

７月期

2023年

７月期

2024年

７月期

2025年

７月期

2026年

７月期

　自己資本比率（％） 59.7 63.9 68.4 71.6 77.2

　時価ベースの自己資本比率（％） 430.9 536.4 478.2 448.5 315.1

　債務償還年数（年） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 953.6 4,419.8 4,890.1 456.7 4,897.6

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末と比べて1,116,451千円増加し、3,668,954千円とな

りました。これは主に、ソフトウエア141,442千円等が減少した一方、差入保証金728,172千円、繰延税金資産

269,785千円等が増加したことによります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末と比べて620,534千円増加し、3,238,944千円となり

ました。これは主に、買掛金43,466千円等が減少した一方、未払法人税等445,938千円、未払金144,606千円、流

動負債の「その他」に含まれる未払消費税等33,994千円及び未払費用22,731千円等が増加したことによります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末と比べて1,004,511千円減少し、859,157千円となり

ました。これは主に、役員退職慰労引当金63,942千円等が増加した一方、退職給付信託の設定等により退職給付

に係る負債1,070,841千円等が減少したことによります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末と比べて2,576,859千円増加し、13,863,762千円となり

ました。これは主に、剰余金の配当1,550,877千円、「株式付与ESOP信託口」による自己株式の取得86,801千円に

よる減少があった一方、親会社株主に帰属する当期純利益4,175,960千円等による増加があったことによります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

1,691,522千円減少し、5,710,837千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は3,455,722千円（前年同期は3,366,167千円の増加）となりました。これは主に、退

職給付信託の設定額1,000,000千円、売上債権及び契約資産の増加490,682千円等による減少があった一方で、税金等

調整前当期純利益5,607,517千円、減価償却費497,506千円、未払金の増加139,147千円等による増加があったことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は3,509,041千円（前年同期は546,114千円の減少）となりました。これは主に、定期

預金の預入による支出2,200,000千円、差入保証金の差入による支出742,959千円、有形固定資産の取得による支出

395,852千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は1,638,203千円（前年同期は2,080,908千円の減少）となりました。これは主に、配

当金の支払額1,550,168千円、自己株式の取得による支出86,997千円等によるものであります。

（参考）　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／支払利息

（注）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。
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（４）今後の見通し

今後の見通しにつきまして、わが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の拡大により、緩やかながらも回復

基調にあります。一方で、中東情勢を含む地政学的リスクの高まりや円安を起因とした物価上昇圧力、AI需要を起因

とした半導体の枯渇が継続しており、引き続き注視する必要があります。

このような状況の下、当社グループは、今後も中堅・中小企業顧客が、ITを有効活用し企業力を強化するソリュー

ション提案に取り組むとともに、長期的なビジョンであるプラットフォーム構想を見据え、研究開発を強化してまい

ります。主力パッケージソフトウェア「アラジンオフィス」の業種別機能強化をはじめ、複数ネットショップ一元管

理「CROSS MALL」、ポイント一元管理「CROSS POINT」等のWeb商材の製品力を強化し、「リアル」と「Web」を融合

させた提案である「CROSS-OVER」戦略による、売上高の増加、営業利益率の追求、顧客満足度の向上に努めてまいり

ます。

以上に基づき、現時点で入手可能な情報により合理的と考えられる内容により2027年７月期の連結業績を予想して

おります。連結業績の見通しにつきましては、売上高22,800百万円、経常利益5,040百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益3,546百万円を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置付けており、業界における競争力

を維持・強化するための内部留保、株主資本利益率の水準、配当性向等を総合的に勘案して成果の配分を行っていく

ことを基本方針としておりますが、その中でも配当性向を主要な指標と考えております。配当性向は40％を目安に

50％を目標とし、収益力の向上に努めると共に財務体質の強化を図りながら、株主の皆様のご支援に報いるよう努力

してまいる所存でございます。

当期の期末配当につきましては、日頃の株主の皆様のご支援にお応えするため、前回予想の１株当たり34円から１

円増配の35円に修正し期末配当金とすることを、2026年10月に開催予定の第36回定時株主総会において付議させてい

ただく予定です。これにより、既に実施しております中間配当金32円とあわせて年間配当金は67円となります。この

結果、当期の配当性向（連結）は40.1％となります。

次期の配当につきましては、本日別途開示しております「中期経営計画（2027年７月期～2029年７月期）策定に関

するお知らせ」に記載のとおり、一時的に投資費用が先行するため、営業利益目標を下方に修正しており、その結果

として親会社株主に帰属する当期純利益は減少いたしますが、安定的な配当を行うため、2026年７月期配当額と同水

準となる１株当たり中間配当金を35円、期末配当金を35円とし、年間普通配当金は１株当たり70円を予定しており、

配当性向（連結）は49.4％（予想）となります。

（６）事業等のリスク

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが

あります。なお、以下の記載事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、当社株式

の投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。

①　当社グループ事業の対象について

　当社グループは創業以来、中堅・中小企業を主たる顧客対象とし、顧客の抱える経営課題全般に対し、基幹システ

ムの構築、ハードウェア保守、システム運用サポート、ネットワーク構築、セキュリティ、コンテンツプロバイダ

ー、ECサイト構築、複数ネットショップ一元管理ソフト、ポイント・顧客一元管理ソフト、ホームページ活用支援、

ブランディング支援、人材教育などITを通じたトータルソリューションの提供を行っております。

　従って、中堅・中小企業を取り巻く経営環境、景気動向等の変動が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。また、当社グループが中堅・中小企業のニーズに合致したサービス・商品の提供を継続しえなかった場合

には、当社グループの業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

②　システムソリューション事業に係るリスクについて

　システムソリューション事業における当社グループの主力製品は、自社オリジナルの基幹業務パッケージソフトウ

ェアである「アラジンオフィス・シリーズ」であります。 近年、企業におけるDX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）推進に伴い、業務パッケージソフトウェア及びクラウド型サービスへのニーズが拡大するとともに、市場競争

は一層激化しております。 当社グループでは、継続的な機能強化やAI技術の積極的な導入による付加価値向上に努

めておりますが、競合他社の従来型・クラウド型ソフトウェアの機能強化に加え、先進的なAI技術（生成AI等）を搭

載した競合製品の台頭や普及が急速に進んだ場合、価格競争の過熱やシェア低下等により、当社グループの業績及び

事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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③　Webソリューション事業に係るリスクについて

　Webソリューション事業は、自社クラウドサービスである「CROSS MALL」「CROSS POINT」等を起点とする当社基幹

システムや市場の各種サービスとの連携による複合提案を含んでおります。そのため連携サービスの動向や当社サー

ビスを含むシステムトラブル等により、顧客に何らかの損害が生じ損害賠償の対象となった場合には、当社グループ

の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

④　システムトラブル等について

　当社グループはパソコンやコンピュータシステム、クラウドサービスなど通信ネットワークに依存しており、自然

災害や事故等による通信ネットワークの切断、サイトへの急激なアクセスの集中によるサーバの一時的な作動不能、

電力供給の停止等の予測不可能な様々な要因によってコンピュータシステムがダウンした場合、当社グループの事業

及び業績に影響を与える可能性があります。また、当社グループのコンピュータシステムは、適切なセキュリティ手

段を講じて外部からの不正アクセスを回避するよう努めておりますが、コンピュータウイルスやハッカーの侵入等に

よりシステム障害が生じ、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　競合他社や技術革新により当社グループのサービスが陳腐化するリスクについて

　当社グループが属する情報サービス業界においては、技術革新のスピードが速く、その急激な変化に対応するため

に、開発部門では既存製品の改良及び研究開発に取り組んでおります。しかしながら、AI技術をはじめとした想定以

上の革新により新技術及び新サービスが普及した場合には、当社グループが提供するソフトウェア、サービス等が陳

腐化し、当社グループの業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの競合先との競争

激化による製品価格の引下げや競合他社製品の性能強化が進んだ場合、同様に当社グループの業績及び事業展開に影

響を及ぼす可能性があります。

⑥　技術者の人材確保と育成について

　当社グループは、新卒採用に加えて継続的に技術者のキャリア採用を行い技術者の育成に努めております。しかし

ながら、技術者の採用需要の高まりにより、キャリア採用で優秀な人材を適切に確保することの困難性が高まってお

ります。当社グループの企業文化や制度が評価され計画通りの採用を継続しておりますが、人材の確保及び育成が計

画通りに進まなかった場合には、当社グループの事業展開に支障が生じ、当社グループの事業成長及び業績に影響を

及ぼす可能性があります。なお、キャリア採用では在宅勤務前提で地方の優秀なエンジニアを採用する取り組みも継

続しており、引き続き優秀な人材確保に努めてまいります。

⑦　機密情報の管理について

　当社グループでは、事業活動を通じて顧客が保有する取引先情報や個人情報等の機密性の高い情報を取得すること

があります。このような機密性の高い情報を適切に管理するため、ISMS（ISO27001、ISO27017）認証及びプライバシ

ーマーク（JISQ15001）を取得し、「情報セキュリティ要領」や「個人情報保護基準」等の社内規程に基づいた情報

管理に関する社内ルールの周知徹底をはかり、継続的な研修活動を実施するなど従業員に対する情報管理体制の強化

に努めるとともに、当社グループに派遣される派遣従業員との間においても「機密情報取扱に関する確認書」を個別

に締結するなど、機密情報の漏洩に対して防止策を講じております。しかしながら、外部からの不正アクセス、シス

テムの欠陥や障害、機密情報の取り扱いにおける人的過失、従業員の故意等による情報の漏洩、消失、不正利用等が

発生した場合、対応次第では、信用の失墜を招き、更には損害賠償の対象となることも考えられます。そのような場

合には、当社グループの業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当連結会計年度末において、当社及び連結子会社である株式会社ウェブベースから構成されてお

り、システムソリューション事業、Webソリューション事業の２事業で構成されております。

（１）　システムソリューション事業

　基幹システム構築、ハードウェア保守、システム運用サポート、ネットワーク構築、セキュリティ管理等の顧客に

対するシステム全般の提供業務を展開しております。連結子会社である株式会社ウェブベースは、当事業において、

ファッション業向け店舗管理システムの開発・保守を展開しております。

（２）　Webソリューション事業

　顧客の販売促進を目的とした企業のホームページ制作・運用支援及び顧客の事業分析・事業戦略コンサルティン

グ、プロモーション、ECサイト構築、複数ネットショップ一元管理ソフト、ポイント・顧客一元管理ソフトなどの提

供業務を展開しております。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用して

おります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年７月31日)

当連結会計年度
(2026年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,402,360 7,910,837

受取手形 41,408 40,764

売掛金 2,823,808 2,626,275

契約資産 2,365,985 3,054,844

有価証券 99,840 99,490

商品 187,559 181,477

仕掛品 9,618 9,215

その他 294,843 376,689

貸倒引当金 △8,944 △6,684

流動資産合計 13,216,479 14,292,911

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 493,095 510,933

減価償却累計額 △108,376 △129,101

建物及び構築物（純額） 384,718 381,832

工具、器具及び備品 625,948 908,000

減価償却累計額 △461,016 △504,457

工具、器具及び備品（純額） 164,931 403,543

有形固定資産合計 549,650 785,376

無形固定資産

ソフトウエア 803,924 662,482

ソフトウエア仮勘定 77,634 139,322

その他 1,739 1,739

無形固定資産合計 883,298 803,544

投資その他の資産

投資有価証券 146,436 46,716

差入保証金 485,047 1,213,219

繰延税金資産 436,267 706,053

その他 56,955 119,987

貸倒引当金 △5,152 △5,943

投資その他の資産合計 1,119,553 2,080,032

固定資産合計 2,552,502 3,668,954

資産合計 15,768,982 17,961,865

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年７月31日)

当連結会計年度
(2026年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 643,065 599,599

未払金 309,716 454,322

預り金 45,396 50,598

未払法人税等 719,360 1,165,298

契約負債 111,135 83,811

賞与引当金 121,900 131,600

製品保証引当金 13,759 14,957

株式給付引当金 － 13,957

資産除去債務 － 13,996

その他 654,076 710,802

流動負債合計 2,618,410 3,238,944

固定負債

退職給付に係る負債 1,123,898 53,057

役員退職慰労引当金 495,842 559,785

資産除去債務 239,959 243,385

その他 3,967 2,929

固定負債合計 1,863,669 859,157

負債合計 4,482,079 4,098,102

純資産の部

株主資本

資本金 354,673 354,673

資本剰余金 319,673 319,673

利益剰余金 10,443,866 13,068,949

自己株式 △10,449 △97,342

株主資本合計 11,107,764 13,645,954

その他の包括利益累計額

退職給付に係る調整累計額 179,441 218,157

その他有価証券評価差額金 △302 △349

その他の包括利益累計額合計 179,138 217,807

純資産合計 11,286,903 13,863,762

負債純資産合計 15,768,982 17,961,865
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

当連結会計年度
(自　2025年８月１日

　至　2026年７月31日)

売上高 19,294,870 20,889,513

売上原価 8,635,613 8,898,099

売上総利益 10,659,256 11,991,414

販売費及び一般管理費 5,840,412 6,425,760

営業利益 4,818,844 5,565,654

営業外収益

受取利息 4,180 21,450

受取手数料 17,676 17,698

補助金収入 5,388 3,180

その他 2,345 537

営業外収益合計 29,590 42,866

営業外費用

支払利息 7,370 705

為替差損 152 70

支払手数料 73,292 104

その他 16 －

営業外費用合計 80,831 880

経常利益 4,767,603 5,607,639

特別利益

固定資産売却益 － 44

特別利益合計 － 44

特別損失

固定資産除却損 1,388 166

特別損失合計 1,388 166

税金等調整前当期純利益 4,766,214 5,607,517

法人税、住民税及び事業税 1,248,883 1,719,123

法人税等調整額 28,976 △287,565

法人税等合計 1,277,859 1,431,557

当期純利益 3,488,354 4,175,960

親会社株主に帰属する当期純利益 3,488,354 4,175,960

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

当連結会計年度
(自　2025年８月１日

　至　2026年７月31日)

当期純利益 3,488,354 4,175,960

その他の包括利益

退職給付に係る調整額 124,739 38,716

その他有価証券評価差額金 16 △46

その他の包括利益合計 124,756 38,669

包括利益 3,613,111 4,214,630

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,613,111 4,214,630

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 354,673 319,673 8,962,032 △10,080 9,626,300

当期変動額

剰余金の配当 △1,106,733 △1,106,733

親会社株主に帰属する当期
純利益

3,488,354 3,488,354

自己株式の取得 △3,931,619 △3,931,619

自己株式の処分 △899,787 3,931,250 3,031,462

利益剰余金から資本剰余金
への振替

899,787 △899,787 -

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 - - 1,481,834 △369 1,481,464

当期末残高 354,673 319,673 10,443,866 △10,449 11,107,764

その他の包括利益累計額

純資産合計
退職給付に係る調整
累計額

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 54,701 △319 54,381 9,680,682

当期変動額

剰余金の配当 △1,106,733

親会社株主に帰属する当期
純利益

3,488,354

自己株式の取得 △3,931,619

自己株式の処分 3,031,462

利益剰余金から資本剰余金
への振替

-

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

124,739 16 124,756 124,756

当期変動額合計 124,739 16 124,756 1,606,220

当期末残高 179,441 △302 179,138 11,286,903

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

- 12 -

(株)アイル（3854）2026年７月期決算短信（連結）



（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 354,673 319,673 10,443,866 △10,449 11,107,764

当期変動額

剰余金の配当 △1,550,877 △1,550,877

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,175,960 4,175,960

自己株式の取得 △86,892 △86,892

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 - - 2,625,082 △86,892 2,538,189

当期末残高 354,673 319,673 13,068,949 △97,342 13,645,954

その他の包括利益累計額

純資産合計
退職給付に係る調整
累計額

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 179,441 △302 179,138 11,286,903

当期変動額

剰余金の配当 △1,550,877

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,175,960

自己株式の取得 △86,892

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

38,716 △46 38,669 38,669

当期変動額合計 38,716 △46 38,669 2,576,859

当期末残高 218,157 △349 217,807 13,863,762

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

当連結会計年度
(自　2025年８月１日

　至　2026年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,766,214 5,607,517

減価償却費 390,716 497,506

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,200 9,700

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,851 △1,469

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,987 1,198

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 66,879 △14,321

退職給付信託の設定額 － △1,000,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 60,302 63,942

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 13,957

株式報酬費用 13,632 －

受取利息及び受取配当金 △4,180 △21,450

支払利息 7,370 705

株式需給緩衝信託手数料 73,292 －

固定資産売却益 － △44

固定資産除却損 1,388 166

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △805,248 △490,682

棚卸資産の増減額（△は増加） 95,689 6,484

仕入債務の増減額（△は減少） △3,369 △43,466

契約負債の増減額（△は減少） 54,169 △27,323

未払金の増減額（△は減少） △103,447 139,147

未払費用の増減額（△は減少） 28,819 22,731

預り金の増減額（△は減少） 2,624 5,202

その他 △45,526 △37,359

小計 4,613,392 4,732,141

利息及び配当金の受取額 4,180 11,425

利息の支払額 △7,370 △705

法人税等の支払額 △1,244,036 △1,287,139

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,366,167 3,455,722

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △2,200,000

有形固定資産の取得による支出 △53,519 △395,852

有形固定資産の売却による収入 － 167

投資有価証券の取得による支出 △100,000 －

有価証券の償還による収入 － 100,000

無形固定資産の取得による支出 △372,568 △270,604

差入保証金の差入による支出 △20,137 △742,959

差入保証金の回収による収入 132 254

その他 △21 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △546,114 △3,509,041

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の処分による収入 2,985,990 －

自己株式の取得による支出 △3,935,550 △86,997

配当金の支払額 △1,106,421 △1,550,168

その他 △24,927 △1,038

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,080,908 △1,638,203

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 739,143 △1,691,522

現金及び現金同等物の期首残高 6,663,216 7,402,360

現金及び現金同等物の期末残高 7,402,360 5,710,837

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　　　1社

連結子会社の名称　　株式会社ウェブベース

（２）主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は、移動平均法により計算）を採

用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

商品

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

を採用しております。

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

市場販売目的のソフトウェア

見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いず

れか大きい額を計上する方法を採用しております。

- 15 -

(株)アイル（3854）2026年７月期決算短信（連結）



（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担に属する額を計上してお

ります。

③　製品保証引当金

製品の無償補修費用に備えるため、過去の実績率に基づく将来発生見込額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤　株式給付引当金

従業員に対する将来の当社株式の交付に備えるため、株式付与ESOP信託の株式交付規程に基づき、従

業員に割り当てられたポイントに応じた株式の交付見込額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理をしておりま

す。

（５）重要な収益及び費用の計上基準

①　カスタマイズ、導入支援等

カスタマイズ、導入支援等から生じる収益は、ソフトウェア受託開発契約等による基幹業務システム

に関する設計や開発、導入支援によるものです。これらは一定の期間にわたり履行義務が充足されると

判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し

ております。進捗度の見積りの方法は、見積り総原価に対する発生原価の割合で算出しております。

②　ライセンス、ハード機器等

ライセンス、ハード機器等の販売から生じる収益は、ライセンス、ハード機器等の顧客への引き渡し

をもって、履行義務が充足されるものと判断し、当該時点で顧客との契約において約束された金額に基

づいて収益を認識しております。

③　サービス利用、システム保守

サービス利用、システム保守から生じる収益は、クラウドサービスの提供業務や保守等の役務提供に

よるものです。これらは日常又は反復的なサービスであり、当該履行義務が時の経過にわたり充足され

ると判断し、契約期間に応じて顧客との契約において約束された金額を按分して収益を認識しておりま

す。

④　その他

オフィス関連商品等の販売業務を行っております。これらの取引のうち、代理人に該当すると判断し

たものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識

しております。

いずれの契約も、通常の支払期日は、概ね検収完了月もしくは役務提供月の翌月末支払いであり、重大な

金融要素は含まれていません。

（６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

株式付与ESOP信託口の会計処理

　株式付与ESOP信託口により取得した当社株式は、「自己株式」として会計処理しております。
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（追加情報の注記）

（株式付与ESOP信託）

　当社は、2025年９月に、当社の中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、当

社社員（以下「社員」という。）に対する新たなインセンティブプラン（以下「本制度」という。）を導入してお

ります。

１．取引の概要

　本制度は、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託（以下「ESOP信託」という。）と称される

仕組みを採用しております。ESOP信託とは、米国のESOP制度を参考にしたインセンティブプランであり、ESOP信

託が取得した当社株式を一定の要件を充足する社員に交付するものです。本制度の導入により、社員は当社株式

の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、株価を意識した社員の業務遂行を促すとともに、

社員の勤労意欲を高める効果が期待できます。また、ESOP信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使

は、受益者候補である社員の意思が反映される仕組みであり、社員の経営参画を促す企業価値向上プランとして

有効です。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において、86,801千円、

29,700株であります。

（退職給付信託の設定）

　当社は、2026年７月に、退職給付信託を設定し、現金及び預金1,000,000千円を拠出しました。これにより、退

職給付に係る負債が同額減少しております。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しております。

前連結会計年度
（自　2024年８月１日

至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日

至　2026年７月31日）

１株当たり純資産額 450.94円 554.56円

１株当たり当期純利益 141.32円 167.01円

前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

純資産の部の合計額（千円） 11,286,903 13,863,762

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 11,286,903 13,863,762

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
25,029,489 24,999,754

（１株当たり情報の注記）

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２　「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数

から控除する自己株式に含めております（前連結会計年度－株、当連結会計年度29,700株）。また、

１株当たり当期純利益の算定上、前連結会計年度においては株式需給緩衝信託®により取得及び処分

した当社株式（期末株式数－株、期中平均346,470株）を、当連結会計年度においては「株式付与

ESOP信託口」により取得した当社株式（期末株式数29,700株、期中平均25,773株）を、それぞれ期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2024年８月１日

至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日

至　2026年７月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 3,488,354 4,175,960

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（千円）
3,488,354 4,175,960

普通株式の期中平均株式数（株） 24,683,396 25,003,709

４　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

該当事項はありません。
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システム

ソリューション事業
Webソリューション事業 合計

フロー型商材

ライセンス・カスタマイズ、

導入支援等
7,705,657 119,508 7,825,166

ハード機器等 3,009,295 4,378 3,013,674

その他 71,882 64,896 136,779

ストック型商材

サービス利用、システム保守 6,202,264 2,116,985 8,319,249

顧客との契約から生じる収益 16,989,100 2,305,769 19,294,870

システム

ソリューション事業
Webソリューション事業 合計

一時点で移転される

財・サービス
3,846,340 69,275 3,915,615

一定の期間にわたり移転される

財・サービス
13,142,760 2,236,494 15,379,254

顧客との契約から生じる収益 16,989,100 2,305,769 19,294,870

システム

ソリューション事業
Webソリューション事業 合計

フロー型商材

ライセンス・カスタマイズ、

導入支援等
9,061,952 93,243 9,155,195

ハード機器等 2,321,386 2,608 2,323,994

その他 58,864 64,919 123,784

ストック型商材

サービス利用、システム保守 6,967,638 2,318,900 9,286,539

顧客との契約から生じる収益 18,409,842 2,479,671 20,889,513

システム

ソリューション事業
Webソリューション事業 合計

一時点で移転される

財・サービス
3,176,961 67,528 3,244,489

一定の期間にわたり移転される

財・サービス
15,232,881 2,412,143 17,645,024

顧客との契約から生じる収益 18,409,842 2,479,671 20,889,513

（収益認識関係の注記）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは単一セグメントでありますが、事業といたしましては、システムソリューション事業、Webソリュ

ーション事業の２事業から構成されており、顧客との契約から生じる収益を分解した情報に関しましては、事業別で

開示しております。

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　収益認識の時期別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　収益認識の時期別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。
（単位：千円）
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５．その他

（１）役員の異動

　役員の異動につきましては、本日公表の「執行役員制度の改定並びに役員及び執行役員人事に関するお知ら

せ」をご覧ください。

（２）その他

該当事項はありません。
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